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【参考事例】児童福祉課中心型  
泉大津市児童虐待防止ネットワーク[愛称ＣＡＰＩＯ] 

 
１．泉大津市の概要 
 １）人口：７７，９０２人（平成１６年３月末現在） 

２）出生数（率）：９３５人（平成１５年）（１．５２／平成１４年）近年若い世代の流

入により出生率が増加している。  
 ３）０歳から１８歳までの児童数：０～５歳／５，８１８人 ６～１１歳／５，２３５

人 １２～１８歳／５，１５０人 合計１６，２０３人（平成１６年４月）  
 ４）市の特徴：大阪府の南部に位置し、かつては毛布繊維産業を中心とした地場産業都

市であったが、近年、住宅都市になりつつある。 
 
２．児童虐待防止ネットワークの設立理由及び設立時期 
   周辺都市において児童虐待の事例が急増したことを危惧した現場の関係者が中心と

なり、児童虐待の予防、早期発見から児童とその家族への援助に至るまで、関係機関

での有機的な連携に基づいた援助を行うために、平成 11（1999）年７月に設立された。

 
３．泉大津市児童虐待防止ネットワークの特徴 

市児童福祉課にネットワークの事務局とし、虐待ケースの緊急度の判定を児童相談

所とともにおこなうこと。  
 
４．児童虐待防止ネットワークのシステム 

１）組織 
   「代表者会議」（各機関の代表者・管理職で構成）と「実務者会議」（各機関・職種

の実務者の代表で構成）の２段構えである。  
 

２）構成メンバー 
   医療分野（市立病院小児科・産婦人科、市医師会）、保健分野（府保健所、市健康推

進課）、福祉分野（府児童相談所の地域育成室・家庭支援課・虐待対応課、市の児童福

祉課・生活福祉課、児童福祉施設）、教育（市教育委員会の指導課、幼稚園、小学校、

中学校）、警察署（生活安全課）、消防本部（警備課、救急救助係）等の関係機関や主

任児童委員、弁護士等の関係者から構成されている。 
 

３）活動内容  
   ①被虐対児童の発見からサポートに至るシステムの構築及び実践  
   ②被虐待児童の実態把握 
   ③児童虐待についての地域社会への啓発活動  
     リーフレットを市内小中学校、保育所児童を通じ配布し、ポスターを公共施

設、病院に提示し、さらに市広報に掲載した。 
   ④児童虐待についての情報交換及び研修活動  

（別添１２）  
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   ⑤幅広い関係機関・団体との連携 
   ⑥その他児童虐待の解決に必要と認めること 
 

４）支援の流れ 
① 関係機関や地域から寄せられた通報や情報は、まずネットワークの事務局である

市児童福祉課に集められる。 
② 寄せられた通報や情報に基づき、児童カルテを作成。 
③ 事務局、実務者会議の座長、児童相談所（子ども家庭センター）の３者で「緊急

度判定会議」を開き、事務局が作成した児童カルテに基づき、危険度や緊急度を

判断する。 
    ・緊急度が高いと判断された事例については、子ども家庭センターに子どもの保

護等の対応を依頼する。 
・ 緊急度は低いが何らかの対応が必要と判断された事例については、臨時実務者

会議の開催と招集するべき関係者を決定し、事務局が関係機関と調整を図り、

臨時実務者会議を開催する。 
   ④ 事務局による臨時実務者会議の日程調整と召集 

⑤ 臨時実務者会議においては、事態解決にあたっての方針、方法、役割分担、各事

例におけるリーダーの決定等を詰めていく。 
   ⑥ 臨時実務者会議終了後、各機関が会議で決められた方針に基づいてその家庭や子

どもに対応していく。その際には、「いろいろな機関の職種が手をつなぎつつ、そ

れぞれの立場から関わることによって、子どもとその家族を守るチームを作るこ

とが重要」という考え方をもとに、ネットワークを最大限活用した対応を図るこ

ととしている。 
     
５．ネットワークの効果 

① 実践によって機関同士の結びつきが強化され、日頃の連絡がとりやすくなり、各機

関の虐待事例の通報・連絡・対処・解決に向けての協力度が高くなり、援助に対する

評価や指示系統ができた。 
 ② 「するべきこと」と「どこまでするべきか」が明確なので、自分の活動（役割分担）

に専念できるようになった。 
 ③ ＣＡＰＩＯの名称が住民に浸透したことで、通報・相談への抵抗感が少なくなった。


